
平成 30 年 10 月 15 日 

各 位 

 会社名  株式会社土木管理総合試験所 

代表者名  代表取締役社長  下平 雄二 

(コード番号：6171 東証第一部) 

問合せ先 常務取締役管理部門長  掛川 明彦 

(TEL．026－293－5677) 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社アイ・エス・ピーの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

    

 

 当社は平成 30 年 10 月 13 日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社アイ・エ

ス・ピー（以下「アイ・エス・ピー」という。）の全株式を取得し、子会社化することにつ

いて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

１．株式の取得の理由 

  当社は、「人々の生活環境が豊かになるために貢献する」を経営理念として、建設コン

サルタント業界にて、土質・地質調査試験、非破壊調査試験及び環境調査試験等、幅広

い業務をワンストップにて提供しております。 

  当社の属する建設コンサルタント業界においても、IoT、AI、自動化等の IT 化が進ん

でおり、当社にとっても IT 技術の強化は重要な事項の一つであります。アイ・エス・ピ

ーが所有する土木測量設計におけるプログラム等のソフト開発技術は、当社の生産性の

向上やワンストップサービスの拡充等、更なる進化が期待できるものであり、技術交流

することで高いシナジー効果を得られるものと考えております。同社を迎えることは、

当社の持続的成長、企業価値の向上に資するものと判断し、本件株式取得に至った次第

であります。 

 

 

 

 

 

 

 



２．異動する子会社（株式会社アイ・エス・ピー）の概要 

（１）名       称 株式会社アイ・エス・ピー 

（２）所   在   地 北海道札幌市中央区北４条西 20 丁目２番地６ 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 吉田孝光 

（４）事 業 内 容 土木測量設計プログラムパッケージの開発及び販売等 

（５）資 本 金 10,000 千円 

（６）設 立 年 月 日 平成２年９月 10 日 

（７）大株主及び持株比率 
役員４名、役員親族２名及び従業員３名で発行済み株式

100％所有 

（８）上場会社と当該会社

との間の関係 

当社と当該個人との間には記載すべき人的、資本的及び取引

関係はありません。 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決 算 期 平成 28 年７月期 平成 29 年７月期 平成 30 年７月期

純 資 産 91,446 千円 97,057 千円 99,620 千円

総 資 産 111,391 千円 103,966 千円 102,886 千円

売 上 高 147,556 千円 136,585 千円 103,947 千円

営 業 利 益 30,419 千円 19,509 千円 7,824 千円

経 常 利 益 32,172 千円 21,270 千円 9,802 千円

当 期 純 利 益 22,272 千円 15,611 千円 7,564 千円

 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１）氏 名 現役員４名、役員親族２名及び従業員３名 

（２）住 所 個人のため記載を省略しております。 

（３）上場会社と当該会社

との間の関係 

当社と当該個人との間には、記載すべき人的、資本的、取引

関係はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式 

０株 

（議決権の個数：０個） 

（議決権所有割合：０％） 

（２）取 得 株 式 数 
200 株 

（議決権の個数：200 個） 

（３）異動後の所有株式数 

200 株 

（議決権の個数：200 個） 

（議決権所有割合：100％） 

※取得価額につきましては、株式取得先との株式譲渡契約における守秘義務を踏まえ、開

示を差し控えさせていただきます。当該価額につきましては、第三者機関の株価算定を

もとに公正なプロセスを経て株式取得先と交渉により決定しており、公正価額と認識し

ております。 

 

 

５．日程 

（１）取 締 役 会 決 議 日 平成 30 年 10 月 13 日（土） 

（２）契 約 締 結 日 平成 30 年 10 月 15 日（月） 

（３）株 式 譲 渡 実 施 日 平成 30 年 10 月 15 日（月） 

 

 

６．今後の見通し 

  当社は、株式会社アイ・エス・ピーを子会社化することにより、連結財務諸表提出会

社になる予定であります。 

本件株式取得による当社の平成30年12月期の業績にあたえる影響は、軽微であると考

えております。今後開示すべき事項が発生した場合には速やかにお知らせいたします。 

 

 

 

 

 

 

以上 

 


